
Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）
（低所得世帯支援枠

分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）
（低所得世帯支援枠

分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）　給

付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）　事

務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

合計 713,385 706,785 83,175 361,900 11,385 243,900 6,425 0 6,600

1 R5_補正

低所得世帯への
物価高騰対応重
点支援給付金給
付事業【物価高騰
対策給付金】

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
○ － 373,285 373,285 - 361,900 11,385 - - - -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　5170世帯×70千円
事務費　　11385千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（5170世帯）

－ ○ － R6.2 R6.3

2 R5_予備

羽村市住民税均
等割のみ課税世
帯に対する物価高
騰対応重点支援
給付金【物価高騰
対策給付金】

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
○ － 184,500 184,500 - - - 180,000 4,500 - -

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。
②住民税均等割課税世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　1,800世帯
×100千円
事務費　　4,500千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（1,800世帯）

－ ○ － R6.3 R6.3

3
R5_補
正・予
備

羽村市物価高騰
対応重点支援給
付金（こども加算）
【物価高騰対策給

付金】

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
○ － 66,875 66,875 1,050 - - 63,900 1,925 - -

①物価高が続く中で低所得世帯に属する子どもへの支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯に属する子どもへの給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯に属する子ども
1,278人×50千円
事務費　　2,975千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯に属する子ども　（1,278人）

－ ○ － R6.3 R6.3

7 R5_補正

低所得世帯への
物価高騰対応重
点支援給付金給
付事業（家計急変
世帯）【物価高騰
対策給付金】

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
○ － 3,500 3,500 3,500 - - - - - -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の家計急変世帯　50世帯×70千円
④R５年度分の家計急変世帯　（50世帯）

－ ○ － R6.2 R6.3

9 R5_補正

低所得世帯への
物価高騰対応重
点支援給付金給
付事業（家計急変

世帯）

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
○ － 125 125 125 - - - - - -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③事務費　　R５年度分の家計急変世帯　50世帯×2.5千円
事務費　　125千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の家計急変世帯　（50世帯）

－ ○ － R6.2 R6.3

10 R5_補正

介護サービス事業
者電力・ガス・食
料品等価格高騰
対策助成事業

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

15,000 15,000 15,000 - - - - - -

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等により経済活動に影響を
受けている市内介護サービス事業者及び特別養護老人ホーム等へ
の支援
②市内介護サービスへの助成金
③通所系介護サービス：利用者の送迎または利用者宅への訪問に
使用した事業所所有の自動車1台につき1,700円（月額）×月数（最
大6か月）　5事業所
訪問系介護サービス：利用者の送迎または利用者宅への訪問に使
用した事業所所有の自動車1台につき900円（月額）×月数（最大6か
月）　1事業所
施設系サービス等：入所者数×物価高騰影響額（128円）×日数（最
大183日（10～3月分））
④市内地域密着型介護サービス事業所、市内高齢者施設等（地方
公共団体が受益者となる事業所は含まれない。）

－ － － R5.12 R6.3

11 R5_補正
教育・保育施設等
物価高騰緊急対
策事業助成金

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

10,100 3,500 3,500 - - - - - 6,600

①コロナ禍における原油価格・物価高騰により経済活動に影響を受
けている市内教育・保育施設及び一時預かり・定期利用保育・病児、
病後児保育事業への支援
②市内保育園及び幼稚園への助成金
③給食提供施設在籍児童一人につき719円×下半期の各月月初在
籍数（推計）12,300人、非給食提供施設在籍児童一人につき96円×
下半期の各月月初在籍数（推計）20人、給食提供事業利用児童一
人につき29円×下半期事業利用実績（推計）22,500人、非給食提供
事業利用児童一人につき4円×下半期事業利用実績（推計）160人
※10,100千円のうち、6,600千円に都補助金を充当
④市内教育・保育施設及び一時預かり、定期利用保育、病児・病後
児保育事業者（地方公共団体が受益者となる事業所は含まれな
い。）

－ － － R5.12 R6.3

12 R5_補正
生活応援事業助
成金（物価高騰臨
時交付金分）

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
○

③消費下支え
等を通じた生
活者支援

60,000 60,000 60,000 - - - - - -

①市内でのキャッシュレス決済利用時に付与される還元ポイントに
上乗せをするキャンペーンを行うことで、市内経済の活性化と利用者
へのポイント還元によるコロナ禍における原油価格・物価高騰対策
を行い、社会経済活動の下支えを図る。
②羽村市商工会への補助金（還元ポイントの原資及び運営委託費
用）
③ポイント原資122,750千円（ポイント還元率30％、一回当たり還元
上限額2千円、期間内上限額8千円、実施期間1ヶ月）＋事務費7,250
千円=130,000千円
④羽村市商工会（市内事業者、市民等）
※事業費130,000千円のうち、70,000千円は新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金に、60,000千円は本交付金に充当す
る。

－ － － R5.9 R6.3

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

交付対象事業の
名称

経済対策と
の関係

対象外経費に
臨時交付金を
充当していな

い

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事
業者等
支援

Ｂ２ Ｂ３ 個人を
対象と
した給
付金等

基金
事業
始期

事業
終期

⑨を選択した
場合、より効
果があると考
える理由

総事業費

Ｂ Ｃ


